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第22回（平成28年11月１日） 

○福浦総務課長 定刻になりましたので、会議を始めます。 

本日は、阿部委員、手塚委員が御欠席です。 

以後の委員会会議の進行につきましては、堀部委員長にお願いいたします。 

○堀部委員長 ただいまから、第 22 回個人情報保護委員会を開会いたします。 

本日の議題は５つです。 

 議題１「全国土木建築国民健康保険組合国民健康保険事務全項目評価書の概要説明につ

いて」、まず、大塚調査官から説明をお願いします。 

○大塚調査官 番号法等により、全国土木建築国民健康保険組合が特定個人情報ファイル

を保有しようとするときには、特定個人情報保護評価の実施が義務づけられます。全国土

木建築国民健康保険組合が実施する国民健康保険事務については、対象人数が30万人以上

であり、特定個人情報保護評価について、全項目評価が義務付けられることから、番号法

第27条第１項の規定に基づき、広く国民の意見を求めた上で、委員会の承認を受けること

が必要となります。 

 今般、平成28年10月28日付け土健保第3257号にて全国土木建築国民健康保険組合から当

委員会に対し、当該事務についての全項目評価書が提出されました。評価書の内容につい

て、議事運営規程第８条の規定に基づき、全国土木建築国民健康保険組合の職員に御出席

いただき、概要を説明していただくものです。 

○堀部委員長 ただいまの大塚調査官の説明にありましたとおり、全国土木建築国民健康

保険組合の職員に会議に出席していただきますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」と声あり） 

○堀部委員長 それでは、出席を認めます。全項目評価書の概要につきまして、全国土木

建築国民健康保険組合から御説明をお願いします。 

○全国土木建築国民健康保険組合 全項目評価書の概要を説明いたします。当組合は、国

民健康保険法及び組合規約等に基づく、土木建築事業に従事する者を対象とした国民健康

保険組合であり、被保険者に対して保険料の徴収、保険給付、保健事業、診療所や保健保

養施設の運営などを行っております。 

 組織体制といたしましては、本部と５カ所の地方事務所に役職員260名がおり、このうち

個人番号に係る事務処理を行う職員が70名ほどおります。 

 被保険者数としては、本年９月末現在で41万2,900人ほどとなっております。 

 被保険者の資格関係情報を管理する適用事務及び給付の決定等を行う給付事務において、

個人番号を利用することとしております。 

 なお、当組合が使用するシステムについては、平成29年４月から新たな基幹システムで

個人番号を利用する予定でございますが、基幹システム導入までの過渡的な措置として事

業主及び地方公共団体情報システム機構から入手する個人番号をスタンドアローン端末で

処理することにしております。このため、事務処理を３段階に分けて対応することになり
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ます。 

 それでは、評価書の７ページをご覧いただきたいと思います。（１）平成28年４月から

平成29年３月までの個人番号の初期収集、こちらは事業主及び組合員からの収集になりま

す。個人番号の収集方法といたしましては、紙媒体及び電子記録媒体による収集となって

おります。 

 まず、紙媒体による事業主から各地方事務所に送付された際は、個人番号を除く情報を

旧システムに入力し、個人番号は紙媒体で保存することとしております。 

 次に、電子記録媒体で送付された際は、各地方事務所に設置しているスタンドアローン

端末（事業主用）に取り込み、紙媒体で出力の上、保存しております。スタンドアローン

端末はインターネット等外部ネットワークと分離となっております。電子記録媒体に保存

された情報は、個人番号を除く情報を旧システムに入力しております。 

 したがって、紙媒体、電子記録媒体、いずれの方法で入手する場合も個人番号は紙媒体

で保存し、旧システムには入力いたしません。 

 次に、９ページをご覧いただきたいと思います。２つ目の処理方法ですが、（２）とい

たしまして、平成28年10月から平成29年３月に予定されている個人番号の初期収集、こち

らは地方公共団体情報システム機構からの収集となります。 

 本部において、旧システムに登録されている加入者の基本４情報を電子記録媒体に書き

出し、追跡可能な方法で国保中央会経由の上、支払基金に送付します。さらに、地方公共

団体情報システム機構に送付し、機構保存のデータと基本４情報を突合させ、個人番号を

抽出し、電子記録媒体に書出しの上、組合に返却されることとなっております。 

 返却された電子記録媒体の情報を、本部に設置したスタンドアローン端末（機構用）に

取り込み、保存することとしております。こちらのスタンドアローン端末もインターネッ

ト等外部ネットワークとは分離することとしております。 

 保存された個人番号は、平成29年４月の新たな基幹システム稼働後、そちらの基幹シス

テムに移行することとしております。 

 最後に、11ページをご覧いただきたいと思います。（３）、平成29年４月からの適用事

務及び給付事務に係る個人番号の利用及び情報連携の実施についてでございます。 

 適用事務では、事業主から個人番号が記載された紙媒体、電子記録媒体が提出され、個

人番号その他の情報を基幹システムに登録することとしております。ただし、個人番号を

取得できない場合や個人番号または基本４情報を確認する必要がある場合は、機構に情報

照会を行い、個人番号を基幹システムに登録することとしております。 

 当組合では、資格取得の認定に当たり、住民票情報等について情報提供ネットワークシ

ステムにより情報照会を行うこととしております。また、給付事務においては税情報等に

ついて情報提供ネットワークシステムにより情報照会を行うこととしております。情報照

会の際は、統合専用端末を使用することとします。 

 なお、基幹システムのサーバは、委託先のデータセンターで管理されますが、組合とデ
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ータセンターとの間の通信はIP-VPNによる閉域サービスを利用することとしております。 

 以上、簡単でございますが、概要の説明とさせていただきます。よろしくお願いいたし

ます。 

○堀部委員長 ありがとうございました。 

 ただいまの御説明につきまして、御質問、御意見をお願します。 

 加藤委員、どうぞ。 

○加藤委員 どうもありがとうございました。 

 今もいくつか説明があったのですが、３段階に分けてシステムができているということ

ですが、個人番号の入手におけるリスク対策についてお伺いしたいと思います。 

 平成28年４月から、事業主から電子記録媒体で入手した個人番号をスタンドアローン端

末に取り込んだ上で、紙に出力して保存するということでありましたけれども、実際、ど

のようなリスク対策を具体的に行っているのか、御説明いただきたいと思います。また、

電子記録媒体についてもどのように取り扱うのかについて御説明いただければと思います。 

 もう一点、地方公共団体情報システム機構から個人番号を入手されるということですが、

スタンドアローン端末に電子データで保存することを伺いましたが、これについても、ど

のようなリスク対策を講じているのか、また、電子記録媒体はどのようにして取り扱うの

か。この点について、さらに御説明いただければと思います。よろしくお願いいたします。 

○全国土木建築国民健康保険組合 まず、事業主からの個人番号の初期収集におけるリス

ク対策でございますけれども、入手に係るリスク対策として、紙媒体での入手の場合は、

特定個人情報が記載された書類に関しましては、保管庫に施錠保管することとしています。

また、電子記録媒体で入手する場合に関しては、電子記録媒体を暗号化した上で、追跡可

能な方法により搬送し、受領後は保管庫に施錠保管をしております。紙で出力した個人番

号につきましても、保管庫に施錠保管することとしております。 

 次に、使用に関するリスク対策でございます。スタンドアローン端末、こちらは事業主

用でございますけれども、こちらにつきましては、使用者に関しましては本部の管理者が

指名した職員のみといたしております。使用する端末に関しましては、インターネット等

の外部ネットワークと分離しています。端末内及び電子記録媒体内のデータに関しては暗

号化しており、作業終了時間を記録するとともに、担当者が押印し、使用状況を把握する

こととしております。 

 次に、保管・消去に係るリスク対策でございますけれども、まず、保管に関してですが、

スタンドアローン端末の使用に関しましては、IDカードによる入退室記録管理を行う事務

室内で管理いたしております。次に、消去に関してですけれども、紙で保存する個人番号

については３年経過後に廃棄します。また、暗号化した電子媒体につきましては、受領後

の処理完了次第速やかに、当日か翌日をめどとして、追跡可能な方法で事業主に返却をい

たしております。また、電子記録媒体を処理した端末内のデータにつきましては、作業当

日に削除して、管理者が確認することとしております。 
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 次に、地方公共団体情報システム機構からの収集に関するリスク対策について御説明い

たします。まず、入手に関するリスク対策でございますけれども、電子記録媒体で入手し

た際は、暗号化した上で追跡可能な方法により搬送し、受領後は保管庫に施錠保管するこ

ととしております。 

 次に、使用に関するリスク対策でございますけれども、スタンドアローン端末の機構用

につきましては、インターネット等外部ネットワークと分離しております。また、USBキー

でログオン認証を行うこととしており、この端末を使用して作業を行う職員につきまして

は、本部のシステム管理責任者のみといたしておりまして、ユーザIDの発行管理を行うこ

ととしております。 

 端末に保存されている情報に関しましては、パスワードを設定することにしており、作

業管理台帳を作成して、作業内容、日時等を記録することとしております。 

 次に、保管・消去に関するリスク対策についてですが、まず、保管に関しましては、電

子記録媒体は保管庫に施錠保管し、スタンドアローン端末に関してはIDカード認証による

立入りの制限、入退室記録管理を行う、事務室内にあるさらに一部の職員のみに限定され

ておりますサーバ室内に設置し、管理することとしております。 

 次に、消去に関してですが、使用済みの電子記録媒体に関しては、シュレッダーで粉砕

することとしておりまして、端末内のデータに関しては平成29年４月の基幹システム移行

完了後に消去することとしております。 

 以上でございます。 

○加藤委員 ありがとうございます。 

○堀部委員長 よろしいですか。 

 他にいかがでしょうか。宮井委員、どうぞ。 

○宮井委員 御説明ありがとうございました。 

 私からは、来年４月以降の取組についてお聞きしたいと思います。４月以降、新たな基

幹システムを導入されて、基幹システムに個人番号を保存して、個人番号の利用や情報連

携を行うということでございますが、この基幹システムにおけるリスク対策について御説

明をお願いしたいと思います。 

○全国土木建築国民健康保険組合 基幹システムに関するリスク対策について説明をさせ

ていただきます。 

 まず、入手に係るリスク対策ですが、紙媒体での入手の場合には、特定個人情報が記載

された書類に関しましては、保管庫に施錠保管することとしております。また、電子記録

媒体で入手する際には、暗号化した上で追跡可能な方法により搬送し、保管庫に施錠保管

することとしております。 

 また、中間サーバー等と当組合の通信に関しましては、IP-VPNによる閉域サービスを利

用することとしております。 

 次に、使用に関するリスク対策でございますが、基幹システム専用端末はインターネッ
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ト等外部ネットワークと分離しています。ログイン認証は手のひら静脈認証で行うことと

しておりまして、管理者がユーザIDやアクセス権限を管理し、アクセス権限が付与された

職員以外は個人番号を取り扱うことができないようにシステム的に制御しております。 

 また、退職や人事異動等によりまして、利用者がいなくなった場合には、速やかにシス

テムから抹消する等の措置を講ずることといたしております。 

 基幹システムと統合専用端末の間で、データの授受を行う等、基幹システムからのデー

タの取出し及び基幹システムによるデータの取り込みを行うことができる基幹システム専

用端末について限定しておりまして、利用者についても限定しております。 

 それ以外の基幹システムの専用端末については、電子記録媒体、フラッシュメモリを使

用した書込み、読み出し等ができないようにシステム的に制御しております。また、基幹

システム内の個人番号は暗号化しており、操作ログに関しても自動的に記録し、点検を行

うこととしております。 

 次に、保管・消去に関するリスク対策でございますが、まず、保管に関してです。本部

や地方事務所の事務室はIDカード認証による立入りの制限、入退室記録管理を行っており

ます。委託先のデータセンターにおきましては、入退室の認証、社員証、ICカード、指紋

等によって入退室記録を取得、また、定期確認を行うこととしております。 

 次に、消去に関してですけれども、基幹システムに保存した個人番号に関しましては、

資格喪失日から３年が経過後、システムの消去機能を使って消去することといたしており

ます。 

 以上でございます。 

○宮井委員 ありがとうございました。様々なリスク対策が実施されるということが分か

りましたけれども、確実にこれらを実践していただきたいと思います。 

○堀部委員長 他にいかがでしょうか。 

 私からは質問というよりも要望ですが、ただいま委員からの質問に対して御説明いただ

いたこと、さらに評価書の24ページ以下にリスク対策については詳しく記載していただい

ておりますが、これらを確実に実行されるように是非お願いしたいと思います。 

 実際にリスク対策ということになりますと、現場で実務に携わる担当者が十分認識して

いる必要がありますので、実務に即した研修・教育を行い、リスク対策については万全を

期していただきたいと思います。 

○全国土木建築国民健康保険組合 分かりました。職員に対しては周知・徹底を図って研

修をやっていきたいと思います。 

○堀部委員長 他にいかがでしょうか。 

 嶋田委員、どうぞ。 

○嶋田委員 教育のところで、貴組合で特徴的なものが41ページにあります。QC活動を通

じてリスク回避の方策や改善案などを組合職員等に考えさせ提案させるというのは、貴組

合ならではのユニークな取組だと思うのですが、今までもこういうスタイルを遂行されて
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きたのでしょうか。それとも、今回新たにこういうやり方を導入されたのですか。 

○全国土木建築国民健康保険組合 私ども組合の場合、様々な個人情報を取り扱っており

ますので、コンプライアンスを含めた教育は定期的に、本部及び各地方事務所の職員に行

っておりますので、その中で個人情報の漏えいを徹底するということは以前から啓蒙活動

を行っております。個人番号取扱い開始後も、コンプライアンス等を含めた教育・啓発活

動を行っていきたいと考えております。 

○嶋田委員 以前からQC活動の一環として取り入れているということですね。分かりまし

た。ありがとうございます。 

○堀部委員長 他にいかがでしょうか。 

 特に御質問、御意見がないようですので、本評価書につきましては、本日の説明内容等

を踏まえまして、審査を進めていくこととしたいと思います。 

 本日は御出席いただきまして、ありがとうございました。 

（全国土木建築国民健康保険組合、退室） 

○堀部委員長 次に、議題２「預金保険法による預金等に係る債権の額の把握に関する事

務全項目評価書について」、事務局から説明をお願いします。 

○大塚調査官 預金保険法による預金等に係る債権の額の把握に関する事務全項目評価書

につきましては、10月14日に開催されました第21回委員会において、預金保険機構の職員

に御出席いただき、概要を説明していただいたところです。 

 本日は、この事務の全項目評価書について、承認するかどうかを審査していただくもの

です。 

 それでは、評価指針に定める審査の観点等に基づいて、事務局において、評価書の評価

指針への適合性・妥当性について、精査した結果の主な内容を説明させていただきます。 

○事務局 資料２に基づきまして、審査表の説明をさせていただきます。 

 １ページおめくりいただくと目次がございますが、こちらの「全体的な事項」と「名寄

せ検証用テーブル」、「本人確認情報照会結果ファイル」の取扱いの審査結果としては、

いずれも「問題は認められない」または「該当なし」としています。 

 次の「評価実施機関特有の問題に対するリスク対策の審査」につきましては、21ページ

をご覧ください。 

 １点目として、「主な考慮事項（細目）」の74番では、「特定個人情報を電子記録媒体

及び回線を用いて入手することについて、リスク対策が具体的に記載されているか。」な

どの観点で審査した結果、「問題は認められない」としています。 

 所見は「金融機関から電子記録媒体で入手する際には、データを暗号化すること、回線

で入手する際には閉域網を利用し、伝送端末をインターネットから分離すること、地方公

共団体情報システム機構から回線で入手する際には専用回線のみを使用し、インターネッ

トと接続しないこと等が具体的に記載されている。」としています。 

 ２点目、「主な考慮事項（細目）」の75番では、「電子記録媒体について金融機関から
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特定個人情報を入手する際及び住基ネット端末から出力する際の保管・消去におけるリス

ク対策が具体的に記載されているか。」などの観点で審査した結果、「問題は認められな

い」としています。 

 所見は「電子記録媒体は管理者が施錠可能なキャビネットに保管し、使用済みの媒体は

消磁、上書き消去又は専用シュレッダーで破砕すること等が具体的に記載されている。」

としています。 

 ３点目、「主な考慮事項（細目）」の76番では、「破綻処理事務に当たり、端末装置等

において特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスクについて、リスク対策が具体的

に記載されているか。」などの観点で審査した結果、「問題は認められない」としていま

す。 

 所見は、「端末装置等においては、IDとパスワードで操作者が限定されていること、住

基ネット端末においては特定個人情報ファイルを電子記録媒体に保存する際、管理者の許

可を得て立会人を設けること等が具体的に記載されている。」としています。 

 22ページ上段の「総評」をご覧ください。これまでの主な考慮事項において、いずれの

審査結果も「問題は認められない」または「該当なし」ということでしたので、総評とし

て３点記載しております。 

 １点目として、事務の内容や流れが具体的に記載されていること。 

 ２点目として、特定個人情報ファイルの取扱いのリスク及びリスク対策などが具体的に

記載されていること。 

 ３点目として、特定個人情報の入手、電子記録媒体の保管・消去、特定個人情報ファイ

ルの複製に係るリスク対策等についても具体的に記載されていること。 

 それぞれ特段の問題は認められないとしています。 

 下段の「個人情報保護委員会による審査記載事項」をご覧ください。審査記載事項の案

として４点記載しております。 

 １点目として、リスク対策について、評価書に記載されているとおり、確実に実行する

必要があること。 

 ２点目として、特定個人情報のインターネットへの流出を防止する対策については、評

価書に記載されているとおり、確実に実行する必要があること。 

 ３点目として、職員への教育・研修は、実務に即して実施することが重要であること。 

 ４点目として、リスク対策について、評価書に記載されているとおり確実に実行すると

ともに、平時のシステム検証において不断の見直し・検討を行うことが重要であること。

また、破綻時に備えた継続的な教育、周知が重要であることを記載させていただいており

ます。 

 説明は以上となります。 

○堀部委員長 ありがとうございました。 

 ただいまの説明につきまして、御質問、御意見をお願いします。 
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 特に発言がありませんので、この評価書につきましては、承認することとしたいと思い

ますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」と声あり） 

○堀部委員長 ありがとうございました。 

 それでは、預金保険法による預金等に係る債権の額の把握に関する事務全項目評価書を

承認することといたします。 

 事務局では、本日の承認を踏まえまして、評価実施機関が全項目評価書を適切に公表で

きるよう、引き続き必要な手続を進めていただきたいと思います。よろしくお願いいたし

ます。 

○大塚調査官 預金保険機構に対しまして、承認された旨及び承認後に評価書に記載すべ

き委員会の審査結果等について、通知することといたします。 

○堀部委員長 よろしくお願いします。 

  次に、議題３「定期的な報告に関する規則案に係るパブリックコメント結果報告」及

び議題４「地方公共団体等に対する安全管理措置に関する説明会の実施状況」について、

関連する内容でありますので、事務局から一緒に説明をお願いします。 

○事務局 私からは、議題３についてご説明させていただきます。 

 資料３－１をご覧ください。「特定個人情報の取扱いの状況に係る地方公共団体等によ

る定期的な報告に関する規則（案）」につきましては、９月16日に開催されました第18回

委員会において、パブリックコメントに付す案文について御決定いただき、９月17日から

10月17日までパブリックコメントを実施いたしました。その結果、規則（案）に関する意

見募集に対して１件の御意見が寄せられ、御意見に対する当委員会の考え方について、資

料３－１の別紙のとおりといたしました。 

 御意見の内容については、地方公共団体から報告を求めるのは、特定個人情報に関する

ものになっているが、大事なのは個人情報も同じであり、個人情報に関しては地方公共団

体から報告を求めないのか。また、個人情報を所管する国の機関として、特定個人情報、

個人情報にかかわらず、一元管理すべきではないかとの御意見がありました。 

 当委員会の考え方として、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律第28条の３第２項の規定に基づく報告は、地方公共団体及び地方独立行政法

人が保有する特定個人情報ファイルに記録された特定個人の取扱いの状況について求める

ものです。なお、地方公共団体における個人情報の取扱いについて、各々の団体の条例等

に基づき取り扱っているものであり、法令上、当委員会の直接所管する事項となっており

ませんとしております。 

 以上から、御意見を踏まえた規則（案）の修正はございませんでしたので、資料３－２

のとおり、現行案のままとしたいと考えてございます。 

 議題３については以上です。 

○堀部委員長 議題４につきまして、引き続きお願いします。 
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○事務局 よろしくお願いいたします。 

 続きまして、資料４によりまして、議題４について説明させていただきます。 

 こちらは、７月26日に開催された第13回委員会において、地方公共団体に対し安全管理

措置が適正に実施されているかどうかの再確認を促すために、広報を行っていくという方

向性を御了承いただいたものでございます。 

 今回は、10月末までの活動実績について報告いたします。 

 大きく２点ございまして、まず組織のトップへの周知・徹底としまして、全国市長会の

秋期ブロック会議の場で当委員会から参加した市長に対して説明を行いました。また、全

国町村会の理事会でも御紹介させていただいたところでございます。 

 ２点目、事務担当者への周知・徹底としまして、総務省主催の社会保障・税番号制度担

当者説明会、また、J-LIS主催のセミナーの場で当委員会から参加者に対して説明を行った

ものでございます。 

 以上でございます。 

○堀部委員長 ありがとうございました。 

 ただいまの説明につきまして、御質問、御意見をお願いします。 

 大滝委員、どうぞ。 

○大滝委員 今回、組織のトップ、事務担当者に周知・徹底を図るということが行われた

わけですけれども、今回に限らず、是非継続的にこういう周知・広報を進めていただきた

いということです。 

 それから、特にトップの首長に周知・徹底するということはもちろん大事なのですけれ

ども、併せて、現場にきちんと浸透するような形で進めていくということが安全管理措置

を確実に実施していく上で重要だと思います。是非その点も踏まえて進めていただければ

と思います。 

○堀部委員長 是非そのように進めていただきたいと思います。 

 他にいかがでしょうか。 

 丹野委員、どうぞ。 

○丹野委員 資料３－１については、御報告があったとおりだと了解いたしました。 

 肝心なのは定期的な報告を求める内容についてですが、当然のことながら、メインは保

護評価書に記載されたリスク対策について、措置状況が実際にどうなっているかというこ

とだと思うのですけれども、これまでの漏えい報告など、委員会の活動の中で様々な実例

が私どもに蓄積されているわけなので、その把握した実態を踏まえた内容を定期的な報告

の中の個別テーマとして盛り込むことが非常に重要であると思いますので、そういうこと

を期待したいと思います。 

○堀部委員長 ありがとうございました。 

 他にいかがでしょうか。 

 特に御発言がありませんので、本件につきまして、原案のとおり決定します。ありがと
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うございました。 

 定期的な報告というのは、地方公共団体の実態を把握する上で非常に重要な意味を持っ

ております。委員会が監視監督する上におきましても、有効に活用していきたいと思いま

す。事務局におきましても、本日出た意見を基に対応していただきたいと思います。 

 また、地方公共団体に対する周知活動につきましても、引き続きお願いしたいと思いま

す。地方公共団体に知っていただくために、機会を捉えて周知をしていただきたいと思い

ます。よろしくお願いします。 

 次に、議題５「その他」です。「人材派遣健康保険組合の全項目評価書の公表について」

事務局から説明をお願いします。 

○事務局 人材派遣健康保険組合の適用、給付及び徴収関係事務全項目評価書につきまし

ては、前回の委員会において御承認をいただいたところです。承認の際に御決定いただき

ました個人情報保護委員会による審査欄への記載事項につきましては、評価実施機関にお

いて評価書に反映していただいております。今般、10月18日付けでマイナンバー保護評価

Web及び評価実施機関のホームページにて評価書が公表され、全項目評価に必要な全ての

手続が終了しましたので、御報告申し上げます。 

 以上です。 

○堀部委員長 ありがとうございました。 

 何か御質問等はありますでしょうか。 

 特にないようですので、この報告があったということで御了解を頂きたいと思います。

ありがとうございました。 

 本日の議題は以上です。 

 本日の会議の資料につきましては、資料１の評価書については承認した後に、資料３－

１と３－２につきましては委員会規則公布の日に、その他の資料につきましては、準備が

整い次第、委員会のホームページで公表したいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 それでは、そのようにさせていただきます。 

 本日の会議は閉会といたします。 

 今後の予定につきまして、福浦総務課長から説明をお願いします。 

○福浦総務課長 次回ですが、11月８日火曜日の10時半からこの会議室で行う予定でござ

います。本日の資料はただいま御決定いただいたとおりに取り扱います。 

 また、預金保険機構の全項目評価書が承認をされましたので、前回会議の提出資料の評

価書を公表いたします。 

 本日は誠にありがとうございました。 

 


